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Ⅰ．はじめに

他害行為。誰かが誰かを傷つけるという行為であ
るから加害者と被害者が存在する。そのなかには、
たとえば、怨恨のようなもともと関係性のあるなか
で起こった事件もあれば、通り魔のような全く見ず
知らずの加害者からの一方的な事件もある。いずれ
の場合であっても、被害者を傷つけ、その一生を
変えてしまうような他害行為が被害者にもたらすで
あろう苦悩は計り知れない。被害者のケアは第一に
考えるべき事柄であり、被害者がその後の人生をも
う一度生きていこうと思えるような土台作りのため
に、十分な支援とケアが提供できるような財源の確
保とシステムの構築を推進していく必要がある。

一方で、他害行為の被害者が家族であった場合は
どうであろうか。家族は事件の被害者ではあるが、
加害者の家族でもある。通常の事件であれば、それ
らはまったく逆の立場であり、社会や周囲による反
応も異なる。その二重の立場に置かれた“被害者で
ある加害者家族”はどのように見られ、どのように
扱われているのだろうか。

本稿では、こうした視点から、一般の犯罪と比較
してとくにその家族が他害行為の被害者になりやす
いことが知られている医療観察法の対象者家族注釈
a に注目した 11）。そして、対象者家族なかでも、と
くに他害行為の被害者、あるいは遺族という特殊な
環境に置かれた加害者家族の現状とその支援のあり

方について論ずるとともに、現在、われわれが行っ
ている取り組みについても紹介したい。

注釈 a
医療観察法では、法律の対象となる重大な他害行為を「対象
行為」とよび、処遇の対象となる触法精神障害者を「対象者」
とよぶ。したがって、本文においてもそれぞれ「対象行為」「対
象者」という用語を用いて記述する。

Ⅱ．精神障害者家族の研究と家族の役割

精神障害者の家族についてはこれまでにも数々
の研究が行われてきた。半澤 2）は 1940 年から 2000
年前半までの精神障害者の家族研究を大きく 3 つに
区分して論じている。それによれば、1940 年代か
ら 1960 年代の第一期は、欧米における家族病因論
にもとづいて家族の関わりが精神障害の発症等に及
ぼす影響について検討した実証研究が盛んに行われ
ていた。その後、1970 年代から 1980 年代の第二期
になると、家族の感情表出（Expressed Emotion: 
EE）と患者の再発率に関する研究に移行していき、
家族心理教育の重要性がとくに注目されることに
なった。1990 年代から 2000 年代前半の第三期にか
けては、ストレス・コーピング・モデルを用いた研
究が行われ、患者の症状や社会生活の困難さといっ
た「ストレッサー」と、家族関係や支援者といった「介
入因子」という視点から家族の経験を評価し、家族
にかかる負担感にも目が向けられるようになったと
されている。こうした変遷を経て、2000 年後半以
降の研究では、患者本人に対する家族の関わりに主
眼をおいた研究から少し離れ、「精神障害をもつ家
族」をもった“本人”の体験やケア提供者としての
家族支援に関する研究にシフトしてきたといえる。

また、2014 年には精神保健福祉法が改正され保護
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者制度が廃止された。精神保健福祉法によれば、「保
護者」は、精神疾患を有する者につき一人決められ
ることになっており、これまでは慣例的に家族がそ
の役割を担うことが多かった。そして、「保護者」に
は、精神障害者に治療を受けさせる義務、財産上の
利益を保護する義務、医師に協力する義務など、い
くつかの義務が規定されていた（表 1）。しかし、家
族の高齢化等に伴って、次第に家族にかかる負担が
大きくなっていることなどが問題視されるようにな
り、今回の保護者制度廃止の運びとなったのである。

こうした一連の流れ概観してみると、単に家族を
患者の社会資源のひとつとして位置づけたり、家族
に患者の治療に対するの責任の一端を担わせたり
するような時代は一区切りし、2000 年後半以降は、
患者も家族も双方が当事者となる時代に変化してい
ることがわかる。

Ⅲ．医療観察法対象者家族

（1）医療観察法制度の概要

では、医療観察法対象者の家族はどうであろう。
一般精神医療における患者家族と比較するため、ま
ずは医療観察法の概要について簡単に説明しておく。

医療観察法とは、「心神喪失等の状態で重大な他
害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律」
をさす。この法律は、殺人や放火などの重大な他害
行為を行った時点で、精神の障害のために、心神喪
失や心神耗弱の状態であったと判断され、不起訴、
あるいは起訴された結果、無罪または執行猶予など
実刑を免れた者を対象とし、その後の処遇について
定めている。医療観察法が制定されることになった
背景としては、2001 年に大阪教育大学附属池田小

学校に刃物を持った男が乱入し、児童 8 人が死亡、
教師を含む 15 人が重軽傷を負った事件（大阪池田
小学校児童殺傷事件）による影響が大きい。この事
件により社会全体が精神障害者に対する治療の必要
性と再犯防止のための適正な社会復帰支援の重要性
に注目したことがきっかけとなったとされている。
そのため、本法では、治療の継続と社会復帰の促進
を最大の目的としていることが特徴となっている。

（2）医療観察法における家族の役割

この医療観察法制度のシステムは、検察官による
処遇対象者の申立てからはじまる。検察官からの地
方裁判所に申立てが行われると、裁判所では裁判官
と精神科医による合議体が設置され、対象者のその
後の処遇についての審判が行われる。審判では、入
院処遇（医療を受けさせるために入院をさせる旨の
決定）、通院処遇（入院によらない医療を受けさせ
る旨の決定）、不処遇（本法による医療を行わない
決定）等が決定され、医療を受けさせる決定が下さ
れた場合には、厚生労働省所管の指定入院医療機関
において専門的な医療が提供されるとともに，保護
観察所が精神保健観察を行い、必要な医療と援助の
確保が図られることになる。

こうしたシステムの説明からすると、本制度にお
いては医療機関と保護観察所が主体的な役割を果た
しており、家族の直接的な関わりはあまりみえてこ
ないかもしれない。しかし、本制度においても家族
の存在は非常に大きく、とくに処遇の決定を左右す
る最も重要な要因は家族関係であるといっても決し
て誤りではない。実際に、当初審判によって通院処
遇が選択されるようなケースについては、そのほと
んどが家族との同居（あるいはそれに類似した環
境）を条件に処遇が開始されている。逆にいえば、
家族関係が疎遠なケースについては、単身での生活
は不安が大きいこと、グループホームには空きがな
く、入所までにかなりの時間がかかることなどを理
由に入院処遇が決定されることが少なくないという
のが現状である。もちろん、家族との同居には安定
した治療への支援体制が整っていることが期待され
てのことである。こうしてみると、処遇の決定にあ
たっては「疾病性（対象者に対象行為時と同じ疾病
が存在するか）」「治療反応性（その疾病が治療可能
性のあるものであるのか）」、「社会復帰要因（再度
他害行為を行わないための支援や環境調整は整って
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1．（任意入院患者及び通院患者を除く）精神障害者に治療
を受けさせること（22 条 1 項）

2．精神障害者の診断が正しく行われるように医師に協力す
ること（22 条 2 項）

3．任意入院者及び通院患者を除く精神障害者に医療を受
けさせるにあたって医師の指示に従うこと（22 条 3 項）

4．（任意入院患者及び通院患者を除く）精神障害者の財産
上の利益を保護すること（22 条 1 項）

5．回復した措置入院者等を引き取ること（41 条）
6．５による引き取りを行うに際して、精神病院の管理者又

は当該病院と関連する精神障害者社会復帰施設の長に
相談し、及び必要な援助を求めること（22 条の 2）

7．退院請求等の請求をすることができること（38 条の 4）
8．医療保護入院の同意をすることができること（33 条 1 項）

表１．精神保健福祉法における「保護者」に対する責務規定
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いるのか）」といった 3 つの要素を総合して判断さ
れるが、このなかの「社会復帰要因」には、家族が
どの程度、対象者の社会復帰支援に関与できるのか
といった観点が見え隠れしている。

（3）医療観察法対象者家族の治療への関与

次に、医療観察法対象者の家族がどの程度、治療
や支援に関与しているのかについて、医療観察法通
院対象者に関するモニタリング研究 1）の結果を参
考に最新のデータを用いて分析した。

その結果、通院処遇ケース 1190 件中、対象行為
時に家族が対象者と同居していたケースは 836 件

（62.0％）であったが、対象行為後は 483 件、40.7％
に減少しており、約 2 割のケースは対象行為を機に
精神科病院や福祉施設などに入所していた。しかし、
対象行為後も家族が同居を継続しているケースをみ
てみると、家族が被害者となっていたケースが 249
件（51.4%）と最も多かった。すなわち、対象行為
の被害者であるにも関わらず、その後も加害者であ
る対象者と同居を続けている家族が半数以上を占め
ていたのである。こうした傾向は海外の報告とは全
く方向性を異にしており、わが国特有の家族感であ
るかもしれない 4）。

そこで、対象行為の被害者が家族であった 615
ケース（51.7%）のみを抽出し（図 1）、居住形態別
に対象者の治療や支援への関与について分析した。
訪問看護の頻度については、独居のケースでは月 2
〜 3 回以上の頻度で訪問看護を実施しているケース
が 65.7％であったのに対して、家族と同居している
ケースでは 44.1％となっており、家族が同居してい
るケースの方が、訪問看護の頻度が有意に低くなっ
ていた（χ2= 15.54, p<0.01）（図 2）。

一方で、医療関係者や地域機関の援助者が集まっ
て、対象者の処遇や支援の在り方などを検討する地
域ケア会議への参加の有無については、独居群では
会議に参加している家族は 6 割弱であるのに対し
て、家族との同居群では約 9 割のケースが会議に参
加しており、両群には有意な差が認められた（χ
2= 37.01, p <0.01）（図 3）。

また、家族面接の有無についてみると（図 4）、
独居群では 26.4％であるのに対して、家族との同
居群では 61.3% のケースで面接が実施されていた

（χ2= 40.46, p <0.001）。面接内容が明らかになった
171 ケースの内訳をみてみると、対象者の治療や支
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図 1．対象行為の被害者の内訳
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図 2．居住形態別にみた訪問看護の頻度
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図 3．居住形態別にみた家族のケア会議への参加率
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図 4．居住形態別にみた家族面接の実施の有無
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援に関する相談が主となっており、重複回答を認め
ているにも関わらず、被害者となった家族自身のケ
アの話題にも触れていたのは 19 ケース（8.5%）で、
全体でみると 3.1％に留まっていた。こうした数値
からも、対象者の家族は、重大な他害行為の直接の
被害者でありながらも、支援者としての役割を果た
している一方で、家族自身のケアはほとんどおこな
われていないという実情がみてとれる。

なお、著者らが医療観察法対象者の家族会を開催
したなかで聴取したところでは、対象者を支えるこ
とへの不安以外にも、被害者としての身体面、精神
面での恐怖や苦悩、あるいは加害者家族としての地
域社会からの偏見や孤立などの声が聞かれた。また、
近隣から転居を要請されたり、他人に何らかの損害
を与えてしまったような事件では、賠償に関する訴
訟問題で苦心しているというケースもあった。さら
には、身内である親族等からも他害行為を防ぐこと
ができなかったことを攻められたり、離婚や絶縁を
迫られたりするケースも稀ではなかった。対象者の
家族は、他害行為の被害者であっても、周囲の目は

「加害者家族」という側面ばかりに向けられている
ことが推測された。このように、被害者となった加
害者家族は、身体面および心理面などの個人的問題、
経済面および対人面などの社会的問題のいずれにお

いても、抱えている問題の規模だけでなく、問題の
幅広さという点からもその負担は大きいことは間違
いない 3,7,9）。

Ⅳ．家族ケアへの取り組み

こうした実態を踏まえて、われわれはこれまでに
ケアや支援の手から漏れ、置き去りになっていた対
象行為の被害者でもある家族への支援の必要性を理
解してもらうため、全国の指定通院医療機関におい
て医療観察法対象者に直接関わっている医療関係者
に向けた、家族ケアをはじめるにあたってのパンフ
レットを作成し、配布した（図 5）。

このなかには、対象行為の被害者に関する統計的
なデータとその解説のほか、これまでに実施された
家族会などを通して集められた対象者家族の生の声
や、実際に直面した問題、あるいは直面するであろ
う問題、家族が抱きやすい不安などについても具体
的に掲載されている。こうした取り組みにより、対
象行為の被害者となった家族へのケアが促進するだ
けでなく、対象者の家族全般、ひいては精神科疾患
をもつ患者家族に対しても医療者側の姿勢が変化し
てくことが望まれる。

精神保健研究　第 60 号　2014 年

��図 5．家族ケアパンフレット（抜粋）
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Ⅴ．おわりに

一般的に、医療施設などでの入院治療は、患者を
社会的ネットワークから完全に切り離し、社会復
帰を遅らせる要因となりうると考えられている 5） 。
それゆえ、できる限り早期に地域処遇に移行するこ
とが望ましいとされている。こうした考え方は司法
精神医療においても共通している。しかし当然なが
ら退院は単に早ければよいというわけではなく、そ
の地域処遇を安定したものにするためには、基盤と
なる地域社会における支援体制の確立が必須であ
る。そしてその支援の対象は、患者本人のみならず、
患者の家族にも向けられるべきである。

これまで長い間、多くの家族は自らの余暇を削り 8）、
周囲からの手助けも殆どない状態で患者の支援にあ
たってきた 6,10）。ましてや、重大な他害行為を行った
対象者の治療と社会生活を支えることを目的とした
医療観察法では、たとえ順調なケースであっても安
定した処遇を維持していくためには周囲による相当
な努力が不可欠であり、他害行為を行った患者を支
えていくためには、患者自身への支援はもちろん、そ
の家族に対しても十分に支援していく必要となってく
る。

ただし、ここでいう家族に対する支援とは、たと
えば、家族の負担が増えることで、家族自身が身体
的にも精神的にも健康を保てない状態になれば、患
者の症状再燃や施設入所にもつながりかねないと
いった、家族を社会資源のひとつとして機能させる
ことを目的としたものではない。彼らを個々の人間
として、そして「他害行為の被害者」として位置づ
けて行う支援である。こうして「患者の家族」とし
てではなく、家族自身も社会のなかで支えられてい
る一人であることを実感することこそが、長期的に
は患者と家族がもっとも安定したかたちで社会へ再
統合していくための第一歩になるものと思われる。
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